
令和７年度財務諸表（貸借対照表、正味財産

増減計算書）及び附属明細書並びに財産目録

第 37 期（令和 7 年 4 月１日から令和 8 年 3 月 31 日まで） 

公益財団法人東芝国際交流財団



（単位：円） 

　科目 当年度 前年度 増減

Ⅰ　資産の部

 １．流動資産

 現金預金 51,483,207 39,323,280 12,159,927

 未収入金 6,868,438 6,470,394 398,044

 有価証券 179,827,269 163,741,162 16,086,107

   流動資産合計 238,178,914 209,534,836 28,644,078

　２．固定資産

(1)基本財産

投資有価証券 4,986,660,591 4,632,679,622 353,980,969

 基本財産合計 4,986,660,591 4,632,679,622 353,980,969

 固定資産合計 4,986,660,591 4,632,679,622 353,980,969

 資　産　合計 5,224,839,505 4,842,214,458 382,625,047

Ⅱ　負債の部

 １．流動負債

　未払金 3,647,891 1,785,362 1,862,529

　流動負債合計 3,647,891 1,785,362 1,862,529

 ２．固定負債

　役員退職慰労引当金 9,345,000 8,820,000 525,000

　固定負債合計 9,345,000 8,820,000 525,000

　負　債　合計 12,992,891 10,605,362 2,387,529

Ⅲ　正味財産の部

 １．一般正味財産 5,211,846,614 4,831,609,096 380,237,518

　（うち基本財産への充当額） (4,986,660,591） (4,632,679,622） (353,980,969）

　正味財産合計 5,211,846,614 4,831,609,096 380,237,518

 負債及び正味財産　合計 5,224,839,505 4,842,214,458 382,625,047

貸　借　対　照　表

令和08年3月31日現在
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　　　　　　        （単位：円）

　　　　科　　目 当年度 前年度 増減

Ⅰ　一般正味財産増減の部

　１　経常増減の部

    (1)経常収益

　　　基本財産運用益        

        基本財産受取利息 83,860,171 91,765,370 △7,905,199

        基本財産受取配当金 144,647,521 138,925,315 5,722,206

　　　雑収益

　　　　受取利息 47,830 38,959 8,871

　　　　為替差益 14,896,647 684,859 14,211,788

　　　　受取配当金 5,526,781 5,945,885 △419,104

　　  経常収益計 248,978,950 237,360,388 11,618,562

　　(2)経常費用

　　事業費

　　　公募型助成事業 140,583,832 142,750,972 △2,167,140

　      シンポジウム等助成 （52,090,447） （52,672,471） （△582,024）

　　　　文化活動 （33,495,838） （36,226,781） （△2,730,943）

　　　　対日調査研究 （37,109,837） （34,651,978） （2,457,859）

　　　　対日人材の養成 （17,887,710） （19,199,742） （△1,312,032）

　　　自主事業 51,299,371 51,023,716 275,655

        Toshiba Youth Club Asia （19,540,500） （18,998,581） （541,919）

        JapanｰInsights （3,044,324） （2,796,677） （247,647）

　　　　その他の事業 （28,714,547） （29,228,458） （△513,911）

　　　役員退職慰労費 367,500 0 367,500

　　　出向負担金 2,220,000 0 2,220,000

　　　外注費 2,768,907 0 2,768,907

　　　会議費 64,555 142,753 △78,198

　　　旅費交通費 1,133,768 1,228,046 △94,278

　　　通信運搬費 1,263,785 1,046,148 217,637

　　　OA機器リース料 187,684 253,154 △65,470

　　　事務消耗品費 358,492 249,151 109,341

　　　印刷費 1,155,327 1,131,595 23,732

      図書費 144,640 141,643 2,997

      賃借料 5,094,941 5,397,850 △302,909

 　　 令和07年4月1日から令和08年3月31日まで

正　味　財　産　増　減　計　算　書
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　　　　科　　目 当年度 前年度 増減

　　  事務委託料 950,589 0 950,589

      広報費 805,860 816,605 △10,745

      雑費 1,030,402 1,853,989 △823,587

            事業費計 209,429,653 206,035,622 3,394,031

    管理費

      役員報酬 1,341,054 1,558,620 △217,566

　　　役員退職慰労費 157,500 0 157,500

　　　出向負担金 780,000 0 780,000

　　　外注費 972,859 0 972,859

　　　会議費 1,988,435 1,961,552 26,883

　　　旅費交通費 398,351 431,475 △33,124

　　　通信運搬費 444,033 367,566 76,467

　　　OA機器リース料 65,943 88,946 △23,003

　　　事務消耗品費 125,957 87,540 38,417

　　　印刷費 405,926 397,587 8,339

　　　図書費 50,820 49,767 1,053

　　　賃借料 1,790,115 1,896,542 △106,427

　　  謝礼金 799,383 678,700 120,683

　　  事務委託料 3,884,051 3,159,030 725,021

　    租税課金 25,800 21,650 4,150

      広報費 283,140 286,915 △3,775

      雑費 362,033 651,401 △289,368

           管理費計 13,875,400 11,637,291 2,238,109

　　経常費用計 223,305,053 217,672,913 5,632,140

　　評価損益等調整前当期経常増減額 25,673,897 19,687,475 5,986,422

    基本財産評価損益等 354,563,621 △112,275,890 466,839,511

    評価損益等計 354,563,621 △112,275,890 466,839,511

　　当期経常増減額 380,237,518 △92,588,415 472,825,933
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　　　　科　　目 当年度 前年度 増減

  2.経常外増減の部

    (1)経常外収益

    経常外収益計 0 0 0

    (2)経常外費用

    経常外費用計 0 0 0

    当期経常外増減額 0 0 0

    当期一般正味財産増減額 380,237,518 △92,588,415 472,825,933

    一般正味財産期首残高 4,831,609,096 4,924,197,511 △92,588,415

    一般正味財産期末残高 5,211,846,614 4,831,609,096 380,237,518

Ⅱ　指定正味財産増減の部

　　当期指定正味財産増減額 0 0 0

　　指定正味財産期首残高 0 0 0

　　指定正味財産期末残高 0 0 0

Ⅲ　正味財産期末残高 5,211,846,614 4,831,609,096 380,237,518
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　　　　　　　　　　　正味財産増減計算書内訳表
　　　　　　　　　　　　令和07年4月1日から令和08年3月31日まで

（単位：円）
法人会計 内部取引 合計

公募型助成事業 自主事業 共通 小計 消去

I　一般正味財産増減の部
　　１．経常増減の部
　　（１）経常収益
　　　　基本財産運用益
　　　　　　基本財産受取利息 71,281,145 71,281,145 12,579,026 83,860,171
　　　　　　基本財産受取配当金 122,950,393 122,950,393 21,697,128 144,647,521
　　　　雑収益
          受  取  利  息 47,830 47,830
          為  替  差  益 12,662,150 12,662,150 2,234,497 14,896,647
          受 取 配 当 金 5,526,781 5,526,781

経常収益計 0 0 206,893,688 206,893,688 42,085,262 0 248,978,950
　　（2）経常費用
　　　事業費　
　　　　公募型助成事業 140,583,832 140,583,832 140,583,832
　　　　　シンポジウム等助成 (52,090,447) (52,090,447) (52,090,447)
　　　　　文化活動 (33,495,838) (33,495,838) (33,495,838)
　　　　　対日調査研究 (37,109,837) (37,109,837) (37,109,837)
　　　　　対日人材の養成 (17,887,710) (17,887,710) (17,887,710)
　　　　自主事業 51,299,371 51,299,371 51,299,371
          Toshiba Youth Club Asia (19,540,500) (19,540,500) (19,540,500)
          JapanｰInsights (3,044,324) (3,044,324) (3,044,324)
　　　　　その他の事業 (28,714,547) (28,714,547) (28,714,547)
　　　　役員退職慰労費 183,750 183,750 367,500 367,500
　　　　出向負担金 1,380,000 840,000 2,220,000 2,220,000
　　　　外注費 1,945,718 823,189 2,768,907 2,768,907
　　　　会議費 40,129 24,426 64,555 64,555
　　　　旅費交通費 704,775 428,993 1,133,768 1,133,768
　　　　通信運搬費 785,596 478,189 1,263,785 1,263,785
　　　　OA機器リース料 116,668 71,016 187,684 187,684
　　　　事務消耗品費 222,846 135,646 358,492 358,492
　　　　印刷費 718,176 437,151 1,155,327 1,155,327
　　　　図書費 89,911 54,729 144,640 144,640
　　　　賃借料 3,167,125 1,927,816 5,094,941 5,094,941
　　　　事務委託料 590,907 359,682 950,589 950,589
　　　　広報費 500,940 304,920 805,860 805,860
　　　　雑費 640,520 389,882 1,030,402 1,030,402

   事業費計    151,670,893 57,758,760 0 209,429,653 0 0 209,429,653

　　　管理費
　　　　役員報酬 1,341,054 1,341,054
　　　　役員退職慰労費 157,500 157,500
　　　　出向負担金 780,000 780,000
　　　　外注費 972,859 972,859
　　　　会議費 1,988,435 1,988,435
　　　　旅費交通費 398,351 398,351
　　　　通信運搬費 444,033 444,033
　　　　OA機器リース料 65,943 65,943
　　　　事務消耗品費 125,957 125,957
　　　　印刷費 405,926 405,926
　　　　図書費 50,820 50,820
　　　　賃借料 1,790,115 1,790,115
　　　　謝礼金 799,383 799,383
　　　　事務委託料 3,884,051 3,884,051
　　　　租税課金 25,800 25,800
　　　　広報費 283,140 283,140
　　　　雑費 362,033 362,033

管理費計 0 0 0 0 13,875,400 0 13,875,400
経常費用計 151,670,893 57,758,760 0 209,429,653 13,875,400 0 223,305,053

評価損益等調整前当期経常増減額 △ 151,670,893 △ 57,758,760 206,893,688 △ 2,535,965 28,209,862 0 25,673,897
基本財産評価損益等 301,379,078 301,379,078 53,184,543 354,563,621

評価損益等計 0 0 301,379,078 301,379,078 53,184,543 0 354,563,621
当期経常増減額 △ 151,670,893 △ 57,758,760 508,272,766 298,843,113 81,394,405 0 380,237,518

   2.経常外増減の部
　　　　（１）経常外収益
　　　　　　　　経常外収益計 0 0 0 0 0 0 0
　　　　（２）経常外費用
　　　　　　　　経常外費用計 0 0 0 0 0 0 0

当期経常外増減額 0 0 0 0 0 0 0
当期一般正味財産増減額 △ 151,670,893 △ 57,758,760 508,272,766 298,843,113 81,394,405 0 380,237,518
一般正味財産期首残高 - - - - - - 4,831,609,096
一般正味財産期末残高 - - - - - - 5,211,846,614

Ⅱ　指定正味財産増減の部
当期指定正味財産増減額 - - - - - - 0
指定正味財産期首残高 - - - - - - 0
指定正味財産期末残高 - - - - - - 0

Ⅲ　正味財産期末残高 - - - - - - 5,211,846,614

公益目的事業会計
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１　重要な会計方針
     　 
（１）  有価証券の評価基準及び評価方法
       ・満期保有目的の債券・・・償却原価法（定額法）による。
　　　 ・満期保有目的の債券以外の有価証券
          ・・・時価のあるもの　－期末日の市場価格等に基づく時価法（売却原価は
　　　　　　          　　　　　　移動平均法により算定）による。　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　
（２） 引当金の計上基準
       ・役員退職慰労引当金
　       役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上している。　

（３）  外貨建資産の本邦通貨への換算基準
        期末日の為替相場による円換算額を付している。

（４）  消費税等の会計処理
        消費税等の会計処理は、税込方式によっている。

２　基本財産の増減額及びその残高
　　　基本財産の増減額及びその残高は、次の通りである。　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（単位：円）
　　科目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高
基本財産  　   
　投資有価証券 4,632,679,622 666,772,117 312,791,148 4,986,660,591

  
合計 4,632,679,622 666,772,117 312,791,148 4,986,660,591

３　基本財産の財源等の内訳
      基本財産の財源等の内訳は、次の通りである。

（単位：円）
（うち指定正味 （うち一般正味 （うち負債に
財産からの充当額） 財産からの充当額） 対応する額）

基本財産   
　投資有価証券 4,986,660,591 － (4,986,660,591) －

    
合計 4,986,660,591 － (4,986,660,591) －

　財　務　諸　表　に　対　す　る　注　記

　　科目 　当期末残高
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４　金融商品の状況に関する事項
（１）　金融商品に対する取組方針

（２）　金融商品の内容およびそのリスク

（３）　金融商品に係るリスク管理体制
　　①資金管理・運用規程に基づく取引
　　　　金融商品の取引は、当法人の資金管理・運用規程に基づき行う。
　　②信用リスクの管理

　　③市場リスクの管理

　　④為替変動リスクの管理
　　　　外貨運用は実需のある主要3通貨に限定している。

　　　　債券及び仕組債については、発行体の信用情報や時価の状況を定期的に把握し、
　　　理事会に報告する。

　　　　株式については時価を定期的に把握し、理事会に報告する。投資信託については、
　　　関連する市場の動向を把握し運用状況を理事会に報告する。

　当法人は公益目的事業の財源の相当部分を運用益によって賄うため、債券、株式、投資信
託、仕組債（デリバティブ取引を組み込んだ複合金融商品）により資産運用する。
　当法人が利用するデリバティブ取引は、デリバティブを組み込んだ複合金融商品（仕組
債）のみであり、一定の金額を限度としている。なお、投機目的のデリバティブ取引は行わ
ない方針である。

　投資有価証券は、円貨及び外貨建ての債券、株式（ETF,REITを含む）、投資信託、仕組債
であり、発行体の信用リスク、市場リスク（金利の変動リスク、為替の変動リスク及び市場
価格の変動リスク）にさらされている。なお、投資有価証券には、リスクが高いものとし
て、中途解約が著しく制約されていることにより、満期到来までに資金化することが極めて
困難な流動性に乏しい債券（仕組債）400,169,746円が含まれている。
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１　　基本財産の明細

　　　　基本財産の明細は、財務諸表に対する注記２「基本財産の増減額及びその残高」

　　　　に記載しているため省略した。

２　　引当金の明細

 （単位：円）

目的使用 その他

役員退職慰労引当金 8,820,000 525,000 0 0 9,345,000

附属明細書

期末残高
当期減少額

科　目 期首残高 当期増加額
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　　　（単位：円）
　　　　　貸借対照表　科目 場所・物量等 使用目的等 金額
（流動資産）

預金 普通預金 運転資金として 16,463,752
　　三井住友銀行浜松町支店
ドル建普通預金 運転資金として 16,992,018
　　三井住友銀行浜松町支店
ポンド建普通預金 運転資金として 1,069,722
　　三井住友銀行浜松町支店
ユーロ建普通預金 運転資金として 16,957,715
　　三井住友銀行浜松町支店

未収入金 配当金 6,868,438
（内、ピムコ配当金） (6,506,694)

有価証券 ドル建MMF 運転資金として 179,827,269
三菱UFJMS証券

流動資産合計 238,178,914
（固定資産）

　　基本財産

投資有価証券
米ドル建債 833,742,409
ユーロ建債 452,703,782
ポンド建債 425,021,776
円建債 261,610,000
REIT,ETF 1,681,337,073
投資信託 1,332,245,551

固定資産合計 4,986,660,591
      資産合計 5,224,839,505
（流動負債）

未払金 助成費 1,333,750

管理費
理事評議員報酬 464,211
事務所賃借料 548,184
他

流動負債合計 3,647,891
（固定負債）

役員退職慰労引当金 役員に対するもの 9,345,000

固定負債合計 9,345,000
　　　負債合計 12,992,891
　　　正味財産 5,211,846,614

基本財産のうち、4,238,661,502 円
相当は公益目的保有財産であり、
その運用益を公益目的事業の
財源として使用。
残り、747,999,089 円相当は、公益
目的事業に必要な収益事業等
その他の業務又は活動の用に
供する財産であり、その運用益を
管理費の財源として使用。

財　産　目　録
令和08年3月31日現在
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